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1.本研究の背景と目的 

今後、日本では少子高齢化や人口減少に伴う都市

の縮退が予想される。このような社会変動による空

き家の発生や転居の発生の予測をするためのマイク

ロシミュレーション型の住宅市場モデルの開発が進

められている 1）。 

本研究では富山県富山市の世帯を対象としたアン

ケート調査を実施し、住宅市場マッチングモデルの

構築のため、コンジョイント分析を用いた効用関数

の推定を行うことを目的としている。 

 

2.本研究の位置付け 

鈴木ら 1）は、住宅市場を多様な世帯と多様な住宅

のマッチングの問題として捉え、住宅市場マッチン

グモデルの開発を進めている。しかし、これまでの

研究では、世帯の住宅に対する選好データが不足し

ていることから、効用関数の推定に課題が残されて

おり改良が必要となっている。 

そこで、本研究では選択型コンジョイントを用い

て、実際の住宅購入行動に近い選択調査を行い、世

帯と住宅のマッチングの効用関数の推定を行うこと

を目的とする。 

 

3.研究方法 

3.1居住と交通に関するアンケート調査 

アンケートの主な質問内容を表-1に示す。 

富山市内の 10%にあたる 14,073 世帯を対象とし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た居住と交通に関するアンケート調査を 2011 年 12

月に実施し、データを収集した。 

3.2住宅市場マッチングモデル 

 本モデルは、世帯は，まず住宅タイプを選択し，

その後，住宅タイプの中から望ましい住宅を選択す

るという二段階の手順を踏むと仮定して、世帯と住

宅のモデル化を行う。本研究では、住宅タイプは所

与として住宅選択モデルの推定を行う。 

世帯は効用に基づいて住宅に対し順位付けをする。

その際、住宅に対し効用に基づいて付値も行う。住

宅供給者は住宅に付けられた付値に基づいて順位付

けを行う。 

 マッチングは世帯と住宅供給者が住宅に対してつ

けた順位に基づいて Gale and Shapley3）のアルゴリ

ズムを用いて行う 1）。 

3.3住宅選択モデル 

住宅選択モデルは式(1)のような多項ロジットモ

デルによって推定を行う。 

本研究では、世帯主年齢が 60 歳未満と 60 歳以上

の世帯に分け、選択型コンジョイントを用いてパラ

メータを推定し、モデルの構築を行う。式(1)は世帯

i が住宅 j を選択する確率を表しており、𝑉𝑖𝑗は世帯 i

の住宅 j に対する効用の確定項である。𝑉𝑖𝑗は式(2)

のように住宅属性に関する説明変数𝑋𝑗𝑙
𝐻によって構

成されている。𝛽𝑗𝑘は住宅属性に関するパラメータ、

𝜃𝑖𝑗は定数である。 

 (1) 

 

    (2) 

住宅属性に関する説明変数は、間取り、築年数、

価格、最寄駅までの距離を設定した。 

3.4選択型コンジョイント 

本研究では、住宅選択モデルのパラメータ推定を

行うため、実際の住宅選択行動に近い選択型コンジ

ョイント分析を採用した。 

選択型コンジョイントを行うために、まず、直交

計画を用いてプロファイルを作成した。 
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表-1 質問内容 

世帯属性に関する質問 

世帯主年齢、世帯人数、居住年数 

住宅属性に関する質問 

現在住んでいる住宅の間取り、築年数、住宅タイプ 

以前住んでいた住宅の間取り、築年数、住宅タイプ 

選択型コンジョイント 

転居を希望している世帯を対象に仮想住宅を提示し、住宅の

選好を行ってもらう 

 



属性は、実際に世帯が住宅を選好する際に重視す

る項目として価格、築年数、間取り、最寄駅までの

距離を設定した。各属性の水準は、不動産サイトか

ら富山市の分譲住宅の物件を 200 件収集し、取引さ

れている割合の多い数値を設定した。設定した属性

と水準を表-2に示す。 

設定した属性と水準から直交表を用いて 9 個のプ

ロファイルを作成した。また、質問回数は回答者の

負担を減らすため、プロファイルを任意の 3 個毎に

分けて 3 回行った。表-3～5 に質問例 1～3を示す。 

表-2 属性と水準の一覧 

属性 水準 

最寄駅までの距離 5 分、15 分、30 分 

間取り 3LDK、5LD、7LDK 

築年数 新築、10 年、30 年 

住宅価格 1000 万円、2000 万円、3000 万円 

表-3 質問例１ 

 住宅 A 住宅 B 住宅 C 

最寄駅までの距離 5 分 15 分 30 分 

間取り 7LDK 3LDK 3LDK 

築年数 30 年 10 年 30 年 

住宅価格 3000 万 3000 万 2000 万 

表-4 質問例２ 

 住宅 D 住宅 E 住宅 F 

最寄駅までの距離 30 分 5 分 15 分 

間取り 5LDK 5LDK 5LDK 

築年数 新築 10 年 30 年 

住宅価格 3000 万 2000 万 1000 万 

表-5 質問例３ 

 住宅 G 住宅 H 住宅 I 

最寄駅までの距離 15 分 30 分 5 分 

間取り 7LDK 7LDK 3LDK 

築年数 新築 10 年 新築 

住宅価格 2000 万 1000 万 1000 万 

  

4.推定結果 

2011 年 12 月 6 日までに収集した回答データ 289

件のうちコンジョイント分析についての回答データ

114 件を用いて効用関数のパラメータ推定を暫定的

に行った。世帯主年齢が 60 歳未満と 60 歳以上で年

齢カテゴリ-別に推定した結果を表-6に示す。 

表-6 パラメータ推定結果 

 全体 60 歳未満 60 歳以上 

n=149 n=97 n=52 

変数 係数（上段）、ｔ値（下段） 

住宅価格 
-0.0012 -0.0016 -0.0006 

-2.6405** -2.8021** -0.7885 

間取り 
0.0044 0.0068 0.0005 

0.7497 0.9543 0.0474 

築年数 
-0.1187 -0.1439 -0.0794 

-4.3731** -4.2575** -1.676 

最寄駅ま

での時間 

-0.056 -0.0519 -0.0616 

-8.0924** -5.9731** -5.1743** 

**:1%の有意水準で有意 *:5%の有意水準で有意 

5.考察 

 全体および 60 歳未満の世帯に関しては、パラメ

ータの有意性が高いものとなった。60歳以上の世帯

に関してはデータ数が少ないため、有意な結果は得

られていないが、今後、サンプル数を増やし、改善

される予定である。パラメータ結果からは、世帯主

年齢 60 歳以上の世帯は、住宅属性である最寄駅ま

での距離に対して感度が大きく、高齢者世帯は駅の

近くの住居を好む傾向があることが確かめられた。 

  

6.おわりに 

 本研究では、より現実に近いモデルを構築するた

め、コンジョイント分析を用いて効用関数の推定を

行った。今後はデータ数を増やして分析を行い、効

用関数の説明変数の改善をしてより現実に忠実な住

宅市場モデルの構築を行う。 
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